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伊豆市議会における 

議員定数等アンケート回答用参考資料 

１ 議員の定数検討の経緯 

  伊豆市議会では、令和５年３月に議会改革推進特別委員会を設置し、伊豆

市議会基本条例の見直しの中で議員定数を検証事項に含め、審査を始め、令

和６年１１月の改選を迎える前に議員の定数を検証することとなりました。 

  （前期の伊豆市議会では、）令和２年に設置された議会改革推進特別委員

会では、議員定数について審議し、現状を維持することで報告され、現在の

定数 16 人が維持されています。 

  伊豆市議会基本条例第21条第1項では、「議員定数の改正に当たっては、

市政の現状と課題及び将来展望を考慮するとともに、議員活動の評価等に関

して市民の意見を聴取するため、参考人制度及び公聴会制度を十分に活用す

るものとする。」と規定されています。参考人制度は、専門誌、専門書等の文

献の活用にて代用ができますが、公聴会制度については、過去に議会報告会

を開催してきた経験から、多くの市民に参加を募ることが難しく、十分な意

見広聴に繋がりにくいと判断したため、今回は、市民を対象に議員定数に関

するアンケートを実施し、その回答結果を検討資料に活用することとしまし

た。 

  このアンケート回答用参考資料は、議会の役割、議員の活動状況等、参考

データを掲載し、市議会議員の活動等を少しでもご理解いただいたうえで、

アンケートに回答いただけるよう作成しました。 

  みなさんからの意見等を踏まえ、議会改革推進特別委員会において、議員

定数を検討し、その結果を議会に報告する予定でおります。ぜひ忌憚のない

ご意見も併せてお寄せくださるようお願いします。 
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2 議会の役割について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 より良い市政を進めるために、市が行う様々な事業について、市民が皆で話

し合って実行していくことが望ましいですが、実際には市民全員で行っていく

ことは難しいため、選挙によって市民の代表を選びます。これが市議会議員と

市長となります。このことを二元代表制といいます。 

 市議会議員は議会で市政を進めるために必要な条例や予算を決めるほか、決

算審査や一般質問などを通じて市政が適正に行われているかを、チェックし、

また、政策提言を行います。 

 市長は、市議会の決定に沿って、実際のまちづくりを進めていきます。両者

はお互いに独立した立場で、行き過ぎを正し、足りないところを補い合いなが

ら、よい市政が進められるために活動しています。 

  

市 民 

議 会 市 長 

議決された予算や法律・

条例等に基づき市政を 

執行する。 

議会活動を報告し意見を 

聴取する 
選挙で選ぶ 

選挙で選ぶ 
請願や陳情で 

意見を伝える 

予算・決算や条例等を提案 

議案を審議し、議決する 

市政の執行状況を監視する 

市政について政策提言する 
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3 議会の活動状況について 

 令和 4 年度の主な議会の活動状況は、以下のとおりです。 

 

（1）本会議の開催状況 

会議名 会 期 
会期 

日数 

本会議 

日数 

質問 

日数 

質問 

人数 

議案質疑 

延べ人数 

6 月定例会 6 月 3 日〜6 月 28 日 26 5 2 9 4 

8 月臨時会 8 月 15 日 1 1    

9 月定例会 9 月 1 日〜9 月 30 日 30 6 3 7 8 

11 月臨時会 11 月 1 日 1 1    

12 月定例会 11 月 29 日〜12 月 20 日 22 6 3 12 7 

1 月臨時会 1 月 6 日 1 1    

3 月定例会 2 月 22 日〜3 月 20 日 22 6 3 13 20 

計 103 26 11 41 39 

※ 質問人数は、一般質問をした議員数、議案質疑は 1 議案に対し質問した議員数です。 

 

（2）議案等の審議状況 

会議名 

市長提出件数 議員提出件数 

請
願

・
陳
情 

選 
 

挙 

合 
 

計 

予 

算 

決 

算 

条 

例 

人
事
案
件 

専
決
処
分
の
承
認 

そ 

の 

他 

条
例

・
規
則 

意 

見 

書 

決 

議 

そ 

の 

他 

6 月定例会 2  4  1 8      1 16 

8 月臨時会      1       1 

9 月定例会 3 16 4   7       30 

11 月臨時会            3 3 

12 月定例会 4  7 2  12 1 1 1    28 

１月臨時会 2            2 

3 月定例会 19  7   8  1 1    36 

計 30 16 22 2 1 36 1 2 2   4 116 
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（3）委員会等の開催状況 

 

（４）議会広報 

 ① 議会だよりの発行  議会広報委員会が編集、年４回（２月、５月、８

月、１１月）に発行 

 ② 市議会ホームページ 

 ③ 議会の動画配信（ライブ配信） 

 ④ FMIS の放送 定例会のお知らせ(会期・一般質問)、一般質問の音声放送 

 ⑤ 議会報告会の開催 年４回程度 

  

委員会名 
委員

定数 

委員会開催日数 付 託 件 数 

本会議 

開会中 
その他 計 議案 請願 陳情 計 

総務経済委員会 8 6 2 8 41   41 

教育厚生委員会 8 7 4 11 27   27 

議会運営委員会 7 6 9 15     

議会改革推進特別委員会 6 5 3 8     

議会広報委員会 6 9 8 17     

計 33 26 59 68   68 

全 員 協 議 会 16  18  
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（5）議員定数に関する参考データ 

〇 近隣市町の人口、議員定数、財政規模等の比較 

市町名 Ｒ５.４.１人口 
議 員 

定 数 

議員一人 

当たり人口 

（人） 

令和３年度 

標準財政規模 

（千円） 

議員一人当たり 

標準財政規模 

（千円） 

三 島 市 １０６,７４０ ２２ ４８５１.８ ２２,９１８,６９６ １,０４１,７５９ 

熱 海 市 ３４,３０１ １５ ２２８６.７ １０,７４０,８４１ ７１６,０５６ 

伊 東 市 ６５,１６３ ２０ ３２５８.１ １６,７８６,８５５ ８３９,３４３ 

伊豆の国市 ４７,０９０ １７ ２７７０.０ １２,６０７,４５０ ７４１,６１５ 

伊 豆 市 ２８,５９７ １６ １７８７.３ １０,７７４,４７７ ６７３,４０５ 

下 田 市 １９,９６３ １３ １５３５.６ ６,７３５,２２４ ５１８,０９４ 

函 南 町 ３６,４７３ １６ ２２７９.５ ８,４８３,２４３ ５３０,２０２ 

 

〇 伊豆市議会議員選挙時の定数と立候補数等の推移 

（Ｈ24.７〜 外国人含人口／単位:人） 

投 票 日 
議員 

定数 

立候補者

数 
当日有権者数 直近３月末人口 

議員１人当たり

人 口 

Ｈ16.４.１ （５８） 在任特例 — ３７,８６９ ６５２.９ 

Ｈ16.10.24 ２６ ２９ ３１,００９ ３７,８６９ １４５６.５ 

Ｈ20.10.19 ２０ ２２ ３０,２７５ ３６,４４１ １８２２.０ 

Ｈ24.10.21 １６ ２２ ２８,８５５ ３４,２２８ ２１３９.２ 

Ｈ28.10.23 １６ １９ ２７,９０６ ３２,０７０ ２００４.３ 

Ｒ２.10.18 １６ １８ ２６,３２１ ３０,０３６ １８７７.２ 
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〇当初予算額に占める議会費の割合の推移（過去５年間） 

年度 
一般会計 

当初予算額（千円） 

議会費 

当初予算額（千円） 

議会費 

割合 

H31/R1 17,899,000 135,075 0.75 ％ 

R 2 17,740,000 136,043 0.77 ％ 

R 3 21,869,000 130,327 0.60 ％ 

R 4 21,430,000 132,593 0.62 ％ 

R 5 22,796,000 133,859 0.59 ％ 

 

〇議員定数削減の論点の一例 

 

〇議員定数を１人削減した場合に見込まれる歳出削減額 

項 目 金 額 備 考 

議員報酬 3,120,000 月額２６万円×12 月 

議員期末手当 1,061,450 
６月  26 万円×1.15×1.7 

12 月 26 万円×1.15×1.85 

議員共済事務負担金 ※ 13,000 
全国の元議員への議員年金負担金 

議員共済給付負担金 ※ 914,160 

常任委員会行政視察 ※ 43,100 （R6 減額改定額を掲載） 

政務活動費 ※ 180,000 15,000/月×12 ヵ月 

合 計 
5,331,710 

（うち※の合計額） 

1,150,260 

令和６年度に報酬額改正がある場合

１人当たりの合計の削減は見込めま

せん。 

 

注）項目の議員報酬（議員期末手当も含む。）については、令和５年５月に伊豆市特別職報

酬等審議会の答申により議員定数を減らした場合は、その予算額を超えない範囲で新たな

議会議員の報酬額の増額改定を認められたため、今改選時に限り削減１人に対する削減額

が見込める項目は、※項目の合計額となります。 

削減のメリット 削減のデメリット 

議員定数を減らしても議会機能が維持でき

る範囲である。 

有識者の意見は常任委員会７人（現在８人）

で十分機能できる（２委員会で１４人）。 

自治体規模と人口減少に議員数も対応 

議員の成り手不足対応と無投票選挙を回避 

行政に対する批判・監視の機能が低下 

多様な民意が反映さない。 

政策提言機能や議会活動への関心が低下 

一般会計の議会費の割合は少なく、行政の

スリム化と議会のスリム化は異なる。 


